
就職氷河期世代の中途採用及び
職場実習・職場体験等

（社会人インターンシップ）
に関する調査研究
＜ポイント＞

令和４年５月
内閣府



調査研究の目的と調査内容

令和３年度に「企業アンケート調査」や「企業ヒアリング調査」を実施し、それらに
基づき「報告書」及び「社会人インターンシップ事例集」を作成した。

■ 企業アンケート調査
全国の大企業・中小企業等から、ハローワークや若者雇用促進総合サイトに情報掲載

されている企業等約2,000社を抽出（※無作為抽出ではない）し、就職氷河期世代の中
途採用や社会人インターンシップの取組状況等に関するアンケート調査を実施（調査の
基準日は令和３年10月１日）。

■ 企業ヒアリング調査
企業アンケート調査に回答した企業等のうち、好事例と考えられる取組を実施してい

る16社に対し、就職氷河期世代の中途採用や社会人インターンシップに関する取組状況
等の詳細について、令和４年１月～２月にヒアリングを実施。

就職氷河期世代には、職歴の不足や年齢といった形式面を企業に敬遠され、十分な選
考の機会を得られないまま就職に至らないといった課題を抱えているケースがある。

このような方々を支援し、就職及びその後の定着につなげていくためには、労働者側
と企業側とを実際に出会わせ、企業における就労の実際の状況や労働者の人柄・仕事ぶ
り等を実際に観察できるマッチングの機会を拡大させていくことが必要であり、その
ツールの一つとして、社会人インターンシップの推進が考えられる。

本調査研究では、就職氷河期世代の中途採用や社会人インターンシップを実際に行っ
ている企業等を中心に、その実態等に関するアンケート調査やヒアリング調査を行い、
これらを推進するにあたっての課題や好事例の収集等を行う。

調査研究の内容

調査研究の目的

2



アンケート調査の主な結果① 中途採用の現状と見通し

 中途採用した人のうち35～49歳の割合が1/3超と回答した企業は44％、前職が正規
雇用以外が1/3超と回答した企業は28％に上る。

 専門知識・スキルを持つ人材の獲得や人手不足への対応などの理由から、今後中途
採用の新規実施や規模拡大の意向を持つ企業は74％に上る。

 本アンケートの調査対象が無作為抽出ではないことに留意が必要であるが、就職氷
河期世代の中途採用が少なくない割合で行われており、今後も行われていく見通し
を示唆している。

図表１ 過去３年間の中途採用者のうち35～49歳の割合

図表３ 今後の中途採用の新規実施・拡大の意向

図表４ 中途採用の新規実施・
拡大を考えている理由

図表２ 過去３年間の中途採用者のうち
前職が正規雇用以外の割合

26.0 26.5 15.7 7.2 5.5 19.0 0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=765)

0％ 0.1％～33.3％ 33.4％～66.7％ 66.8％～99.9％

100％ わからない 無回答

18.3 34.1 30.1 8.2 5.4 3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=765)

0％ 0.1％～33.3％ 33.4％～66.7％ 66.8％～99.9％ 100％ わからない

57.5 16.3 18.6 5.0 2.4 0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=822)

考えている 少し考えている どちらともいえない あまり考えていない

考えていない 無回答

65.7 

24.1 

27.8 

39.9 

29.5 

35.9 

56.2 

47.6 

7.9 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門分野の知識やスキルを持つ人材の獲得

高度なマネジメント能力や豊富なマネジメント経験を持つ人材の

獲得

専門知識やマネジメント能力に関わらず仕事経験豊富な人材の

獲得

年齢など人員構成の適正化

組織における人材の多様性の確保

既存事業の拡大や新規事業への進出
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その他 全体(n=607)
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アンケート調査の主な結果② 中途採用の課題と求める支援策

 中途採用を拡大する上での主な課題として、過半の企業が「十分な募集ルート・媒
体は確保していると思うが、ニーズに合った人材の応募が足りない」ことを挙げた。

 中途採用の拡大にあたって行政に求める支援として、「中途採用の取組やその費用
に対する助成」のほか、マッチング支援を挙げた割合が高い。

図表５ 中途採用の新規実施・
拡大にあたっての課題

図表６ 中途採用の新規実施・拡大
にあたって期待する行政の支援策
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アンケート調査の主な結果③ 社会人インターンシップの実施状況

 社会人インターンシップの実施企業は全体の約7％（※）となった。
 実施企業では、参加者の1/3超が35～49歳と回答した割合が36％、参加者全てが同

年代と回答した割合も１割程度。
 本アンケートの調査対象が無作為抽出ではないことに留意が必要であるが、一部の

企業で社会人インターンシップが実施され、就職氷河期世代の受入れも相当程度行
われていることが明らかになった。

図表７ 中途採用実施上の工夫・取組

図表８ 社会人インターンシップ受入
人数に占める35～49歳の割合

（※）独立行政法人労働政策研究・研修機構（2018）「企業の多様な採用に関する調査」におけるアンケート調査（対象は民間企業20,000社）
の中に同じ質問項目があり、「社会人向けインターンシップの実施」と回答した企業は2.7％であった。本調査研究の企業アンケート調査は無
作為抽出ではないため、実施割合が高めに出ている可能性がある。
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アンケート調査の主な結果④ 社会人インターンシップの効果と課題

 社会人インターンシップの費用対効果について、「効果の方が大きい」との回答が
社会人インターンシップの実施企業では62％ある一方、非実施企業では17％にとど
まっている。社会人インターンシップの効果について、過少評価されている可能性
もある。

 社会人インターンシップの拡大に向けた課題として、募集ルート等の確保や、企
画・運営をする人材の不足等が挙げられ、特に社会人インターンシップを行ってい
ない企業からはノウハウの不足が挙げられた。

図表９ 社会人インターンシップの
費用対効果認識

図表10 社会人インターンシップの
新規実施・拡大にあたっての課題
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ヒアリング調査の結果 社会人インターンシップ実施例①

7
（出所）「社会人インターンシップ事例集」から抜粋。



ヒアリング調査の結果 社会人インターンシップ実施例②

8
（出所）「社会人インターンシップ事例集」から抜粋。
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